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研究成果の概要（和文）：高度経済成長の下、戸籍制度改革が行われ、個人の職業選択や都市定住に対する戸籍
規制が徐々に緩和されている。それを背景に、都市人口比率が上昇し、戸籍の転出入を伴った農村都市間の移動
人口が急増している。つまり、農民工の市民化である。他方、大都市を中心に農村出身者への戸籍差別が存在
し、都市の中に新たな二重構造が形成されている。都市人口の急増もあって住宅バブルが発生し、都市内の階層
間格差が広がっている。農村では、土地の集約が進み、大規模農業経営も現れているが、農村の高齢化が進行
し、農業の担い手不足、農家の年金問題といった問題も無視できない。

研究成果の概要（英文）：With the rapid economic growth, the Chinese government has gradually 
reformed the household registration (Hukou) system, which eases the restrictions on personal career 
choices and movement. Affected by the reform, the rate of urban population to the total one is 
rising, and the migration from rural areas to cities accompanied with Hukou change is also 
increasing sharply. 
On the other hand, in large and medium-sized cities, there are still various kinds of discrimination
 on floating population, and a newly dual structure has been formed. Due to the rapid increasing of 
demand for house, the housing bubble has been escalating, and the economic disparity within the 
urban people is also expanding. In rural areas, land mobility has accelerated and many large-scale 
farms have emerged. Meanwhile, the aging of the rural population is serious, the problems like the 
shortage of successor to agricultural management, and social pension for rural households cannot be 
ignored.

研究分野：開発経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
工業化を主エンジンとする近代経済成長の過程で、農村から都市への人口移動が発生し、都市化と共に農村と都
市からなる二重経済(dual economy)が次第に消失し、近代的市民社会が到来する。多くの先進国で観測されるこ
うした社会経済の近代化プロセスに照らしつつ、中国における経済成長と人口移動、都市化、および内在するメ
カニズムを実証的に分析し、そこに潜む国際社会との共通性と中国の独自性を解明することで、経済大国化しつ
つある中国への理解をより一層深めることができる。同時に、それは中国との経済・文化交流を持続し、日中双
方のウィンウィン関係をさらに発展させていくための重要な知的財産を蓄積することにもなる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
中国経済の高度成長は、伝統的農業から近代的な非農業への工業化、計画から市場への体制

転換、閉鎖的経済システムからグローバル化への移行が同時に進行するプロセスであり、それ
ゆえの独自性または特殊性も多く内包する。 
1990 年代初頭までの中国は、都市部と農村部が戸籍制度により分断された二重社会であり、

農村から都市への人口移動が厳しく制限された。市場経済化が進んだ 90 年代半ば以降、中西
部農村から沿海都市への出稼ぎ目的の人口移動が大規模化し、長年存続した二重社会が崩れ去
った。一方、都市部に流入した農民工は、「農業」から「非農業」への戸籍転換も、戸籍それ自
体の転出入も認められずにいる「流動人口」であり、雇用、賃金、社会保障等で制度的に差別
されている、いわば「二等国民」でしかない。上海市のような大都市では、地元の戸籍を持つ
市民と農民工からなる新たな二重構造が形成されている。 
農民でもなく市民でもない農民工は、一時「半市民」と揶揄され、不公平な扱いを強いられ

ても我慢するしかない存在であった。ところが、1980 年代以降生まれの若い世代が農民工の主
体となった 2010 年代以降、農民工を「半市民」のままにすることができなくなった。若い世
代の農民工は親世代と異なり、比較的高い教育を受け、農業の就業体験もなければ、年をとっ
たら帰郷して農業に就こうとする意思もないばかりでなく、制度的な不公平に異を唱える者が
増えている。権利意識の高い新世代農民工を普通の市民として迎え入れること＝農民工の市民
化は、都市労働市場における人手不足の軽減だけでなく、社会の長期的安定維持にも必要不可
欠となっている。 
中国の公式統計では、全人口に占める都市人口の割合＝都市化率は 2014 年に 50％を超えた

ものの、2 億人余りの農民工を除く都市戸籍住民だけで都市化率を見るなら、38％と依然低い。
出稼ぎ型を特徴とする人口移動は、都市労働市場の供給制約と農業部門の過剰就業の併存を生
み出し、労働資源の有効利用を妨げている。農民工の低収入が影響して国内総生産に占める家
計消費の割合が低く、農民工の低福祉が原因で高い家計貯蓄率がもたらされている。農村から
都市への移住を制限し、農民工を制度的に差別する中での、労働・資本投入の量的拡大による
粗放型の経済成長は 2010 年代に入ってからその限界を露呈している。 
 
２．研究の目的 
2010 年代以降の中国で、持続的経済成長の可能性、およびそのための対策を巡る議論が盛ん

に行われ、そこに共通して見られる重要な認識の１つは、中国が中所得国から高所得国へのス
テップアップを果たすに、成長モデルの転換が欠かせないというものであった。すなわち、生
産年齢人口が減少し賃金が急上昇する中国は、安い人件費を武器とした労働集約型の産業構造
から、人的資本の蓄積を基盤とする資本・技術集約型の産業構造への転換と同時に、国民の基
本的人権を保証する市民社会への移行を急ぐ必要がある。高品質で付加価値の高い製品で国際
競争を勝ち抜く一方で、家計消費の確実な拡大に支えられる経済成長こそが「中所得国の罠」
を回避する唯一の道である。そのために、戸籍制度を改革し、国民の移住・職業選択の自由、
教育や医療・年金など社会保障を受ける権利の平等、雇用・賃金・昇進における能力主義重視、
といったものを出来るだけ速く実現することが重要である。 
中国政府はこの間、戸籍制度ならびに関連する社会保障制度を改革し、一定の成果をも上げ

ている。国務院は 2014 年「戸籍制度改革推進の意見」を公布し戸籍制度改革と都市化の加速
を宣言した。本研究では、ここ 20年来の中国における諸制度改革の推移、農村都市間の人口移
動や都市労働市場における農民工の働きと暮らしの実態を踏まえ、戸籍制度改革の進展状況を
明らかにし、農民工の市民化、都市化および農村・農業に及ぼすその影響について独自のアン
ケート調査とヒアリング調査の一次資料で社会経済学的に分析する。 
 
３．研究の方法 
当初予定していた上海市農民工および戸籍住民へのアンケート調査は、調査単価の高騰およ

び海外資金によるアンケート調査の規制強化で実施困難となったが、上海市、江蘇省、安徽省
など全国各地の大中小都市における戸籍制度改革の進展状況について、居民委員会や地域住民
からのヒアリング調査を行い、専門家との学術交流などを通して現地の基本状況を把握するこ
とができた。また、既存の家計調査や流動人口調査の個票データを収集し、都市労働市場の基
本構造とメカニズム、諸政策制度に対する人々の意識構造を計量的に分析することもできた。
小規模ながら独自のアンケート調査も実施した。主な現地調査は下記の通り実施された。 
(1)上海市における流動人口の就業と生活について現地調査を実施し、流動人口に関する既存

の文献資料や個票データの収集を行った。また、国内外の専門家を招きワークショップを開催
し、中国における農村・都市間人口移動、都市化、および戸籍制度改革に関する幅広い議論が
行われた(2015 年度)。 
(2)上海社会科学院との共同研究で、上海市の小中一貫校を対象に農民工子弟および地元戸籍

住民子弟の学習と生活状況に関するアンケート調査を実施した。それと並行し、上海市および
その周辺農村を訪問し、出稼ぎ労働者の働きと暮らしについて関係者からヒアリング調査を行
った(2016 年度)。 
 (3)農民工を送り出す側としての江蘇省や安徽省における戸籍制度改革、人口移動および都市
化の現状について現地調査を実施する一方、農民工を多く吸収する広東省珠江デルタ地域を訪



問し、改革開放の最前線とされるこの地域の都市化政策や農民工の市民化の実態について専門
家からヒアリングし、資料収集を行った(2017 年度)。 
 (4)2 回の現地調査(9 月に天津市、吉林省と安徽省、3 月に北京市、江蘇省と上海市)を実施
し、新たな都市化政策下における農村・都市間人口移動の実態、農村社会と農業経営、および
都市部の住宅バブルに及ぼす人口移動の影響について関係者からヒアリングし、一次資料の収
集を行った(2018 年度)。 
 (5)以上と並行し、中国人民大学実施の Chinese General Social Survey(CGSS2010-2014)、
および北京師範大学等による Chinese Household Income Project Survey(CHIPs1988-2013)の
最新データを収集し、データ解析の成果を学会などで報告し公表した。 
 
４．研究成果 
 本研究によって得られた主な研究成果は下記の発表論文、図書に反映されている。ここでは
研究成果のすべてを記すことができないが、人口センサス、個票データおよび現地調査の一次
資料に基づいた、中国における戸籍制度改革、およびその農民工の市民化、都市化、農村・農
業に及ぼす影響について、以下のような実証分析からの知見をまとめる。 
(1)市場経済化の深化、農村労働の枯渇が象徴する二重経済の転換を背景に、「農業」から「非

農業」への戸籍転換、農村から都市への戸籍の転出入の規制緩和を主内容とする戸籍制度改革
が漸進的に行われ、2015 年に「農業」「非農業」の区分自体が撤廃されるにようになった。 
(2)戸籍の転出入を伴う農村から都市への移住が 2010 年代以降増え続け、転入できる都市の

レベルは徐々に小さな町から中小都市、大都市へと変化し、戸籍転入の要件も緩和されている。
こうした傾向は 1980年代以降生まれの若い世代で特に顕著にみられる。農民工の市民化が進ん
でいる証といえる。 
(3)離農は簡単にできるものの戸籍の転入を認めないという出稼ぎ型の人口移動は大中都市

を中心に依然多くみられる。近年、教育や就職、社会保障などで見られた農民工への差別是正
は一定の進展を見せたが、農民工と地元住民による二重構造の解消は長い時間を要する。 
 (4)戸籍制度改革が急速な都市化をもたらし、それに伴い住宅への需要拡大が膨らみ、住宅価
格の急騰がもたらされている。不動産バブルの深刻化を背景に、特権階層と平民の資産格差が
広がり、歪な不動産市場のマクロ経済への影響も懸念される。 
 (5)農村から都市への人口流出に伴い、農家間または農家から農業企業法人への農地流動が加
速し、農業の大規模経営が実現されつつある。農業技術の進歩・普及とも相まって、中国農業
は伝統的家族経営から近代的企業経営へ脱皮しつつある。 
(6)中西部農村を中心に、若者は農業から姿を消しており、3ちゃん農業や後継者不足といっ

た問題が深刻化しつつある。そうした情勢の持続は人口大国の食糧安全保障を脅かすことにな
るかもしれない。また、農村部の高齢化が全国平均よりも早く進み、貧弱な社会保障は潜在的
な問題として農村社会の安定維持を害する可能性もある。 
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